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〔特定研究「産業構造変革」合同研究会報告〕

産業構造の変革 と経営 －労働関係の転回

玉垣良典

1. はじめに一一 問題限定と分析視角一ー

＜「生産関係論』的アプローチと生産力構造論的アプローチ〉

私がこのようにテーマを限定したその問題意識についてはじめに若干のべさせていただきた

いと思います。乙 ζ 』と生産関係論的アプローチと生産力構造論的アプローチと，仮りに表現い

たしましたが，乙のいわんとしている乙とは，一一若干語弊があると思うんですが，乙ういう

使い方は一一，私自身も戦後日本資本主義の分析をどういう視角から進めるかという ζ とにつ

いて，マルクス経済学におけるいわゆる金昆n資本論あるいは，レーニン帝国主義論，zさらに

は国家独占資本主義論というような，そういうアプローチの視角で若干考えた乙とがございま

す。しかしそこで戦後の日本資本主義を研究する視点、といたしまして，例えば国家独占資本主

義論というアプローチ告とりあげてみますと， 乙れは十分な概念的な構成をもって展開されて

いるものには当りませんが，大体国家独占資本主義，あるいは現代資本主義というカテゴリ ー

によって現象を切っていく場合には，いきおい政府の財政金融政策，管理通貨制度を使ってす

ると乙ろの有効需要の創出，それによる経済循環への干渉という点に関心が集中されますし，
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そのような問題視角が前面に出てくる。そういう乙と自身は重要な側面である と思うんですが，

ただ問題は， 乙ういうアプローチでやってまいりますと，国家独占資本主義自身は通説t口、わ

れておりますように， 1929年から 33年の大恐慌というものを画劃tとほぼそれへの移行が始る。

そういう点になりますともうすでに戦前，いわゆる大不況期といわれる時期K始っている。し

かもわが国のような後発資本主義固においては，国家資本主義的なとし刈、ますか， 乙ういう政

府の主導性というものがその資本主義創出形成期以来優勢な資本主義国では，経済過程への国

家の干捗というその点では現象的にはさらにさかのぼって，明治以来みられるということにな

る。だから例えばぺブズネルの『日本国家独占資本主義分析』なんかでは日箆戦争期以来， 日

本の国家独占資本主義の時代とするものもでてまいります。また以上の国独資論的視角でまい

りますと 1930年代と 70年代とか， 60年代の日本資本主義の対比というような形で二つの時期

がかなりストレート につながれる，というか30年代と二重映しされるような形で戦後の日本資

本主義の諸事象を切りとるというふうな乙とになって，戦後段階の重要な諸変化がド ロップす

る， ドロップしないまでも影が薄くなるという 乙とにな りがちである。 しかしおそらく いろい

ろ現象を綜合的に考えてみます場合K，戦後の諸変化の意味を理解するためにはもう少しちが

った視角からのアプローチというものがなされて，それが国家独占資本主義的な乙れまでのア

プローチと統合されるといいますか，統ーされる必要があるんではないか。その乙 とによって

始めて戦後の日本資本主義，日本経済社会の変化の意味という乙ともとらえられるのではない

かと考えるようになりました。そういう乙とで私は乙乙で生産力構造論的アプロ ーチと，かり

にそういう名前で呼ぶ乙とにいたしますが， 「産業構造の変革」というこのような共同研究が

提起される乙とに積極的な意味があるとするならば，そしてまたその課題をうけとめて戦後分

析に生かすとするならば，次のようなアプローチが成立しうるのではないかと思うのでありま

す。

このような分析視角の設定がポジティヴな意味をもっているという乙との例証として，たと

えば生産関係的アプロ ーチで現代資本主義分析をやる場合K若干私どもが問題と考えますーっ

の例をあげますと，たとえばスイ ージーとパランの『独占資本』という本があります。あの本

は伝統的ないわゆる再生産論，実現理論を分析のツールにしまして現在のアメリカ資本主義を

素材に切ったものと思われますが，めの分析，あの著書自身参考ーになる点は多々ありますけれ

ども，非常に問題fごと思います乙とは， 乙乙でいう労働過程論といL、ますか，生産力構造論的

視点に立つ分析が，大体においてド ロップしています。そ して実現理論だけで切っている。そ
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の理論自身が停滞論的なモデルであるという点の問題は別としても，現代資本主義における労

働者階級に対するいちじる しい悲観論に傾斜しているというのがあの本の厳大の問題点であ り

ますが，おそらくその最大の原因は私の乙 ζ でいう生産力構造論的視角，アプロ ーチの視角が

欠けていると乙ろにあると思われるわけであります。そしておそらくそういう乙とが，そのア

プローチの欠務が現代資本主義の生産関係の理解においても一種の硬直化を生みだしていると

恩われるのであります。

＜生産力借造の概念〉

と乙ろで私のいう生産力構造の視点というのは理論的K申しますとマルクスの『資本論』第． 1巻の労働過程論の視角であります。つまり剰余価値の論理を労働過程論の論迎をふまえて展

閲するマルクスの本来の方法にかえってもう一度生産力の論理といいますか，生産力構造の論

理を通りぬけて生産関係なり，剰余価値論の論理を展開する，現代の素材を基礎』として再把握

するという作業が必要であろうと思います。で一般的に生産力というふうにいいますと乙れは

量的な指標であって歴史的なものではない，乙ういうふうに理解されるのであります。したが

ってまた産業構造とか，産業構造変革とかいう概念自身も，経済分析視点からは どうもやっか

いなお荷物のような概念であると乙ういうふうにも考えられがちであります。しかしもう少し

考古みますと， 例えば鉄の生産が労働者一人当り何 トン出来るかというようないわゆる生産性

指標はたしかにその限りにおいては量的な指標，何らそ乙には歴史的なもの，本来のすぐれて

歴史的な要因がなL、。しかしそれは生産力というものをいわば抽象的につかんでいるからであ

りまして，生産力を，一つの生産力の構造として，立体的かっ全体的，綜合的に把握した場合

には，必ずしも そのようなたんに量的指様であるから経済学的にはあまり意味がない という ふう

にいって切り捨てられないのではなL、かと恩われるわけであります。

マルクスが労働過程論においY「人聞は自然に働きかける乙とによって自分自身を変える」

乙ういうふうに申しましたように，まさに生産力にはその主体的契機と対象となる客体的契機

の生きた統一，乙の両者の闘の交渉，あるいは一つの相互交流の関係にゐります。主体と客体

のこういう構造連闘において生産力をつかむという，こ ういう視点に立ってみます場合K，そ

こにはおそらく 主体的契機が歴史的，社会的形成物であるように，客体一一乙 乙ではそれを労

働手段に限定して把握したいと思いますが一一それ自身も歴史的，社会的形成物である。従っ

てそれは歴史をもつんであって，けっして歴史をふくまぬ，没歴史的伝ものではなL、。ただ問

題は，それは歴史的，社会的形成の出発点（論理的 ）であって，たしかにマルクスの申 しまし
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たように一つの社会構成体の歴史の時代を区切るようなその要素はおそらくこ こから直接には

出てまいりませ入品その契機は生産関係といわれるものでゐりますが，その生産関係に展開し

てゆく場合の論理的な出発点だろう。おそらく生産力というものをそういう構造連関，といい

ますか，立体的，綜合的視角において把握いたします場合K，われわねは生産力が生産関係に

展開して行く場合の重要な一つの起点が乙こに与えられるのではないかというふうに考えるわ

けであります。

＜「労働関係」と「経営」のカテゴリー〉

以上のべましたような生産力の概念から展開して現在の資本主義の生産関係の総括という乙

とを意図します場合K，私は乙乙 lζレジメに書きましたよう同らかの理論的中間項といいま ‘ 
すか，媒介項が必要であるのではなし、かと考えます。といいますのは乙れまで述べましたよう

に生産力というものをふくらませていくならば，いいかえますと中間項といL、ますよりも，生

産力というものをそういうものとしてもっと具体的にとらえなおしてみるならば，それは生産

力の範附に含まれるということになるのかもしれませんが，とにかくそういう論理録作がどう

しても必要である。※そういたしますときにそういうような中間的概念といいますか，視点と

してこ乙で「労働関係」という概念，あるいは「経営」という概念が浮ぴ上ってきます。

労働関係というものはさき ほど府しましたように生産力を構造的連闘においてとらえます場

合に，その主体的契機になる生産者それ自身が複雑な諸関係，あるいは諸要素の総合体である。

客体である労働手段も人間的に加工された，そして現在では複雑な労働手段の体系としてそれ

自身が複雑な構造体をなしている。そういう綜合性というものから考えてみまして，労働関係

というのは労働手段を媒介としたところの労働過程における労働主体たる人間相互の関係， 乙

れを労働関係と私は定義いたしますが，つまりそういう生産手段と労働主体との相互交渉の中 4 
で労働手段を媒介とした労働主体の聞の関係，あるいは組織の形態が展開しております。どの

ようにして労働手段と主体とのかかわり合い中で労働関係が変ってくるだろうか。こういう人

間関係自身は一つの生産力のカテゴリーに属するかもしれませんが，そういうふうな視点。

それからもう一つ「経営Jというものは， 乙れはマックス ・ウェーパーの Bet r i e bあるい

※※ 
は Betriebs=verband という縦念を念頭において使っ ているのですけれども，それは

ウェーパー的規定Iとよりますと持続的な有目的行為をなすと乙ろの組紙あるいは経営体とい

うのは持続的な有目的行為をなすと乙ろの伺らかの管理スタッフを具えた一つの団体，あるい

は組織体というようなものを考えているわけであります。乙の場合もやはりそれは特定の労働
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行為相互間および労働行為と物的生産手段との持続的結合の仕方様式を規定するもの，そうい

う側面でみますとウエーパーのいうように技術的カテゴリ ーでめりまして，さ きほど申し上げ

ました労働関係というカテゴリーとゐる程度オーバーラップしているカテゴリーであります。

でこういう概念といいますか，視点から戦後の生産力構造の展開がどのようとf意味をもら，そ

していかなるインパク トというものを生産関係の側につきつけておるかとそういうところでー

たん問題を受け止めてみようと乙うい うわけです。

※ 乙の問題視点、に関連して，つとに戦後初期の生産力論，主体性論をめぐる論争にふれて，

乙の中間的概念設定の必要性を提起された高島善哉教授の論稿が今日なお汲tJべき興味

ある論点を提出している。（ 同 「生産力の構造」 『経済評論J1949年 8月号）

※※ 「経営」の概念については大塚久雄 「（Betrieb｝ と経済的合理主義」（ 大塚久雄

篇『 マックス・ウエーパー研究』 1965年東大出版会） における含蓄にとむ紹介を参照

されたい。

2. 日本資本主義の重化学工業段階

一一産業構造変革の事実確認一一

まず戦後の産業構造の変革というものをどういうところでおさえるか，向を基準に総括する

かという問題があります。 ζ の点を以下では三つの指標からみてみたL、。本題の議論のベース

になる産業構造の変革とい うものを統計的に確認したいと思います。

＜生産橋成と労働力矯成＞

第1表 （省客）は生産額の構成と労働力の構成さらに就業構造を，戦前と戦後 一一戦後は

昭和30年を重要な画期といたしましてーー を比較してお ります。（第1～3, 7～8表統計表暮）

第1は戦前でありまして，乙乙で目につくのは戦中あるいは戦前の産業構造の変革というもの

を連続性の面からみたのでありますけれども，たしかに乙ういうふう にしてみますと大恐慌後

の日本資本主義というのは繊維工業の優勢の段階から，戦後の重化学工業の段階への移行の過

渡期というものを示している， 特に昭和17年という年は戦時経済のいわばピーク K近い状態で、

ありますが， 乙乙での生産額および従業者数の比率を，機械器具工業にとってみますと，生産

額におきま しでも特に従業者の数字をみま しでも，昭和17年が非常に高いわけです。 fこY問題

は乙の第1表の一番右の段』ζ書きま したよ うに，昭和17年の一人あたり生産額というものをみ

てみますと数字の上ではなるほど全部高いわけでありますけれども，物価指数でデフレー トい
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たしますと必ずしも11年から17年に労働生産性が上昇してお らない一一たしかにデフ レーター

が問題でありまして，かなり乙の時期のデフレーターというのは問題を含んでおりますが一一

むしろ下っておる。乙れが戦後の資本装備率およひ’労働生産性の急速な上．昇一昭和30年内と2・

3倍に労働生産性は上っております一一乙れと対比します場合，戦前の， といいますよりは特

に戦時中の重化学工業化としfう、のまこのような特異な一つの様相を呈しているという 乙とが指摘

されるのではないかと思います。乙のように昭和30年を起点といたしまして昭和30年代という

のは機械生産部門の位置あるいは中味というものに大きな変化がある，ζ ういえるのではない

かと思います。

＜経済循環の構造（戦前と戦後） 〉

次にそのような精造変革をもたらした背景あるいは基礎的条件と して， 経済循環の構造にお

ける転回があります。これは先程の柴垣さんの報告にたいする金沢大学の方からの質聞にも関

連いたしますが，重化学工業の利潤条件が保障3れたという点であります。戦前の重化学工業

とい うものは井上晴丸 ・字佐美誠次郎両氏の研究にもありますように，軽工業部門にくらべて

資本の有機的構成が高く ，利潤率が低いために経済の内部的な論理からは，そ ちらになかなか

資本が動いていかとfL、。したがって国家的な，なんらかの補助を政策的lζ機械工業に与える こ

とによって成り 立っていた。ところが戦後は，と くに昭和30年代以後，その重化学工業がむし

ろ繊維伝どに比較しますと，高い利潤率を示している。それにはいろいろな条件をあげる 乙と

ができると思いますが，経済循環の構成が第一部門の内部循環を自立的に展開していけるよう

な梢造花転換しτきた， こういう循環の条什があるのではないか。従ってそれが利潤の条件を

保障し自立的な重化学工業への転換の条件を保障している， このように考えることができると

思います。その乙と を戦前との対比においてまずみてみたいのですが（第4表参照），産業連関

表の戦後の昭和35年句数字と，戦前の昭手口10年一一戦前平時経済の基準年次である昭和9年から11

年の真中の年一ーをとって （乙れは京大経済研究所の森一夫さんの試算を援用いたしま

した）ちょうど戦後と同じような計算方法で，製造業の諸部門の販路構成をみたものでありま

す。 重要な，大きな部めを抜出して比較したものであります。乙れは戦前の昭和10年と， 戦後

は35年一一まず乙の時点で戦後段階に特有な再生産の構成がほぼ確立したと思うのですが一一

乙の両者を比較してみますと， 第－！（戦前では輸出という項目は， どの産業におきましでも需

要情成の二位か三位にあるわけです。特に繊維におきましては輸出の比率が個人消費の比率を

圧倒的に上廻りまして， 半分が輸出tとまわっ ておる。 乙れが戦後の昭f[l35年叫品成では，民間消費
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第 4表 経済循環の構成 （戦前と戦後）

I 戦前段階 （昭和 10年基準）
( I 9 51年価格，単位 10億円）

主要販路構成 （カッ コ内は自部門内投入を除く販売総額lζしめる比率：男）

金 属※ ①機 械 2 06.4 (41.7) ②建 設 14 4.6 ( 2 9.2 ) ③輸 出 I 2 3.0 ( 2 4.9) 

機 械 ①総本形固成定資 3 94.0 ( 5 4.4) ②政府消費 I 4 2.4 ( I 9.6) ①輸 出 7 3.0 ( I 0.1 ) 

イ七 学 ①農林漁業 7 5.3 ( 2 7. 0) ②輸 出 4 9.9 ( I 7.9) ①家計消 費 4 2.8 ( I 5.4 ) 

④政府消費 31.4 ( 11.3) ⑤金融．サービス 30.9 (11.1) 

h司 石炭石油製品 ①金 属 2 9.4 ( 3 4.8) ①運輸通信 1 7.6 ( 2 0.8) ①政 府消費 I 7. 5 ( 2 0.7) 

④農林漁業 12.6 ( I 4.9) ＠家計消費 8.7 ( I 0.3) 

食 品 ①家計消費 4 5 3.0 ( 6 0.8) ① 金 融・サービス I 7 4.5 ( 2 3.4) ③ 輸 出 7 2.5 ( 9.7) 

繊
¥f※ 

①輸 出 6 31.4 ( 4 8.5) ②家計消費 32 6.6 ( 2 5.1 ) 

その他製造業 ①家計消費 I 4 8.0 ( 3 1.4) ②建 設 8 0.2 ( I 7.0) ③輪 出 7 4.7 ( I 5.8) 

（注）※金属製品をふくむ ※※皮革との合計。 森一夫 「大正3年，岡和 10年の産業連関表試算」（京都大学経済研究所

KIES6902）により計算一 計算の方法は第＃一 日表lと同じ。



日 戦 後 段 階 （昭和 35年基準）
（単位 100万円）

主要販路構成 （カ ッコ内は販売総額にしめる比率 男）

一次金属 1.機 械 81ミ737(63. 6) 2.建 設 258, 546 (20. 1) 3.金属製品 230, 889 (18. 0) 4.輸 出 140, 828 (10. 9) 

金属製品 l建 設 265, 009 (47. 1) 2.機 械 57, 885 (IO. 2) 3.輸 出 48, 286 ( 8. 5) 

I I機 械
総固定資

1本形成 1, 768,. 063 (53. 9) 2.輸 出 363, 044 (11. 0) 3.建 設 296, 340 ( 9. 0) 4.民間消貨 295, 546 ( 9. 0) 

イじ 学 1.繊 維 247,482 (23. 3) 2その他E 174, 722 ( 16. 5) 3.農林漁業 148，臼5(14. 0) 4.民間消費 122, 152 (11. 0) 

石油石炭製品 1.運輸通信 122, 412 (20. 6) 2.一次金属 120,468 (19. 6) 3イじ 学 54, 608 ( 9. 2) 

窯業土石 1.建 設 293, 373 (61. 2) 

食 品 1民間消費 2，開制82.4) 2.室計外消 372，似12.O) 

00 ° I繊 維 1民間消費 山川5.6) 2.輸 出 制 O仰 5.6) 

そ の 他 1.建 設 431,535 (17. 5) 2.民間消費 290,650 (11. 8) 3.機 械 249,514 (10. 1) 

（注） 「昭和 35年産業連関表」より。
／ 他部門への販売額 、

カッコ内の比率は（ ）として計算一
＼ 部H←百字寝百一一 白 1即日目仕1土品 －，.<If百 ／ 

（輸出 比率 ） （輸入比率 ）

E10 
（戦前）

M10 
1 1. 1完 （戦前）一一一 ＝ 1 2 7 % 

X1o+M10 X10+ M10 

E as Mas 
Xas+ Mas Xas+ Mas 

（戦後 ） （戦後）

E •o 
4. 7完

M,o 
4.4克

X‘。＋M.o X,o+M‘o 

a・h



と輸出の比重がちょうど逆転しているという乙とがわかります。二つの構成比数字がほぼ同じ

くらいの大きさで位置が逆転している。それから戦前の構造でもう一つ注同されますのは，機

械の消費需要と して第二位を示している政府消貨というのが大体20%一一乙の昭和10年という

時点、はまだ大々的な箪事経済下の時期ではありませんで，国民所得あるいは財政支出lとたいす

る軍事支出の率が11年以降と比べるとまだかなり低いのでありますけれども一一ーしかし約20%

が兵器の購入であります。乙のように機械工業の循環が国家需要によって支えられている，こ

れが戦前の構成の一つの特徴fごと思います。

ぐ輸出依存型から圏内市場依存型への転回〉

第一の点、について若干補足説明を加えますと，表の欄外』ζ輸出比率と輸入比率と書いてある

のをみていた Yくとわかるように，さきほど柴垣さんのお話の中にありましたように戦前と戦

後とでは非常に大きな違いがあります。戦前は輸出の比率が生産額でみた場合阻和10年，12.7 

完乙れがGN Pでみますと 18.8%，やはり同じように戦後は戦前の比重の半分位になっており

ます。輸入Kついても大体同じような対応関係にあるのでありまして，戦前の循環構造という

のはその意味ですぐれて輸出依存型という構造をとっていたという乙とがいえると思います。

それに対して戦後はそのような輸出は正常な比率に下り，さらに重要なことは第一部門の自立

的な内部循環の梢造が成立した。その乙とは特にフロ ーの面でみるよりス トックの面，資本形

成の面でみるとはっきりするのでありまして，第 5表の固定資本投資のマ トリックス，とりわ

けその内訳表である製造業部門の資本取引表をみてみますと，機械というも のの仕向け先は圧

倒的に金属， 機械， 化学乙の三部門lζ集中していることがわかります。つまり第一部門の自立

的循環運動の構成が昭和30年代の中頃にほぼ確立をしたというふうにいえるのではないかと恩

います。

それから前の問題にもどりまして，戦前の輸出水準の高さ，これはたんに比率が高かったたず

けではなしに，循環構造が輸出なしには成立しなかった。その点大橋氏が戦前の昭和10年の兵

頭氏の計算を参考にしながら戦後について計算された，一応の試算的な数字 （第4一皿表暑 ）

でありますが，乙れでみますかぎりにおきましては，戦前では両部門の消耗した不変資本を第

一部門の生産によって補演することができない，つまり乙のままでは再生産の条件はないわけ

ですが，乙れを消費財，圧倒的には繊維，雑貨だったのでありますが，それの輸出と見返れと

原料および機械の輸入というものの素材転換，ほほ18億円の素材転換によって再生産の条件が

つくられておる，乙の点で戦前日本の貿易の構造を三環節の貿易構造といわれた名和統一ノ品

一一 9・「



第 5表－ I 

（単位 100万円）

固定資本投資 MATRIX （昭和 35年）

from to 農林漁水 鉱業 製 造業 重 工 業 化学 軽工業 建 設

農林水産 18, 103 

繊 維 2,595 

金属製品 32,. 178 17, 268 8,309 G, 601 

機 械
145, 941 22,636 841,. 407 469,403 190,471 181, 533 82，日fi]

(8. 3) (1. 3) (4 7. 6) (26. 5) (10. 8) (10. 3) (4. 7) 

一般機械
55, 066 16,855 572, 664 317, 027 124句，452 131, 185 19, 233 
(7. 2) (2. 2) (75. 0) ( 41. 5) (16. 3) (17. 2) (2. 5) 

電 機 187 154, 105 84, 214 40,478 
2~7~13 (40 6) (22.2) (10. 7) 8) 

輸 送 機 械
90, 660 5,781 91, 286 55, 401 19,407 16,478 63,428 
(15.2) (1. O) (15. 3) (9. 3) (3. 3) (2. 8) (10.6) 

精密機械 28 23, 352 12, 761 6,134 4,457 
(82. 3) (45.0) (21. 6) (15. 7) 

その他製造業 26 8 791 5, 194 1.,328 2,269 

建 設
45, 011 26,672 631, 337 367, 145 113,835 150, 357 23, 557 
(1. 6) (0.9) (21. 9) (12. 8) (4. 0) (5. 2) (0. 8) 

運輸通信 （運賃） 1,234 173 6, 988 3,898 1.,468 1,622 628 

商業G商業マージ斗
10, 582 2,042 85, 709 46,132 19, 403 20,174 7,426 

計 223,492 51,523 1,606,410 909,040 334, 814 362,556 114,272 
(4. 6) (1. 1) (32. 8) C 18. 6) (6. 8) (7. 4) (2. 3) 

（註）建設省計画局推計「昭和35年産業連関表 ・資本取引表JIとより，適当に部門統合を行った。
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運輸通信 公益事業 商業 金融・サー ヒス 家計 民間部門計

18,103 

2,595 

773 381 33,.332 

182, 548 124, 551 86,295 69. 815 1,555,854 
(10. 3) (7. 0) (4. 9) (3. 9) (88.0) 

881 7,872 7, 925 27, 347 707, 843 
(1. 0) (1. 0) (3. 6) (92. 8) 

809 111, 151 6,, 021 272,273 
(29.3) (1. 6) (71. 8) 

180.858 4,944 78虫 370 35. 510 550, 837 
(30. 3) ( 13. 1) (5. 9) (92.3) 

584 937 24, 901 
(2. 1) (3. 3) (87. 8) 

805 546 2,394 4,260 16, 822 

63,041 172,082 121. 153 166. 069 502,073 1,750,995 
(2.2) (6. 0) (4. 2) (5. 8) (17. 5) (60. 9) 

958 942 674 567 12,164 

12,280 11, 131 7, 914 6,697 143, 781 

259,632 310,025 218, 430 247,789 fD2. 073 3,533,646 
(5. 3) (6. 3) (4. 5) (5. 1) (10. 3) (72. 2) 

日 製造業計
6窯業土石 1食 品 8繊維 9その他

1. 330 1, 167 2,825 3,054 32, 178 

44. 054 36,425 75, 302 80, 810 841,407 

24, 411 23,194 56, 134 58, 515 572, 664 

6,484 5,201 12, 585 13, 795 154, 105 

12, 577 6,492 4,762 6,369 91, 286 

582 l, 538 l, 821 2, 131 23. 352 

237 783 927 782 8, 791 

29, 152 44,220 52,084 63,080 631,. 337 

313 367 645 701 6,988 

3,709 4,596 a. 021 8,777 85, 709 
78, 795 87, 560 139,810 157, 204 
(4. 9) (5. 5) (8. 7) (9. 8) (100) 

分割したもの。資本財種類別に各産業への配分比率は，経済企
投資構成による。

一一11一一

公共部門 計

18, 103 

2,595 

1, 134 34,466 

212包210 1,768,064 
(1 . 0) (100) 

55, 309 763, 152 
(7. 2) (100) 

107, 172 379,445 
(28. 2) (100) 

46,260 597,097 
(7. 7) (100) 

3,469 28, 370 
(12.2) (100) 

9,082 25, 904 

1, 125. 629 2,876, 624 
(39. 1) (100) 

1. 231 13, 395 

14, 550 158,. 331 

1, 363, 836 4. 897,482 
(27. 8) (100) 



の定式化，というものが裏づけされますが，つまりこの再生産の外国貿易依存度が量的に高い

というだけではなしに，それによっていわば第一部門の再生産機能というものを繊維工業の輸

出によって代位した，そういう 意味。それから輸入構造におきま しては，たとえば18億円の輸

入のうち金属機械というのはほぼ4億円でありますが，しかし乙の輸入の量的な比率だけでは

なしにその質的な意味，つまり労働手段というものが輸入に依存しておる。乙ういう点におい

て戦前の輸出はまさに死活的な意味をもっている，現代でも死活的な意味をもってないといえ

ば語弊がありますが，戦後におきま しては以上のような循環構造の上での輸出である，従って

昭和40年，乙の年はかなり輸出が急伸した時でありますけれども，その比重において，そして

さらに範階的な意義においては，戦前とは非常に違った水準と構造的枠組の中での輸出の上昇

である，そういう乙とが確認されると思います。

＜量産型消貨財機械工業の確立〉

もう一つの問題は重化学工業が第一部門ないしは素材部門の一方的な肥大化というようなも

のではなしに，量産型消費財機械工業というものの確立というものに指標される，消費連関的

な重化学工業というものが同時に構造K定着しつつある 一一現在では定着したといってよろし

いと思いますがーーということであります。 第6表（暮）一一乙乙では消貨需要依存度の高い

ものだけを抜出しでありますがーーでみますと，重化学工業と一概に申しましでも，化学や石

油というのは非常に大きく消費需要K依存した産業である。それから機械部門におきましでも

電機それから輸送機械（乙乙では造船を一括しているので輸出の比率が高く，個人消費依存度

が相対的に低く出ているが）の個人消費依存はかなりの高さを示している。もっとも輸送機械

の場合には40年ではまだ乗用車の生産というのはそれほど拡大されておりません一一ー乗用車の

本格的普及則は昭和40年代前半ですからーーので， 乙れは比率が思ったより低く出ていますけ

れども。乙のように機械部門におきましで も消費依存度というのがかなりの比率を示している。

つまりそういった現代資本主義に特徴的な大衆消費財市場がかなり拡大している。乙の点は機

械生産額を用途別に設備用機械と消費財機械とに分類集計された三輪芳郎氏の計算においても，

消費財機械の比率は約30完弱そして昭和30年代における増加倍率ははるかに設備用機械を しの

いでいる，乙のへんに30年代の重化学工業化のもう一つの側面というものがでているのではな

いか，と乙のように考えています。以上の諸指棋の総合的な観察結果から戦前段階と対比しま

して戦後段階の日本資本主義において重化学工業段階の再生産構造が確立したといえるのは昭

和30年代段階である，30年代の時期である，そういうふうに考えられるのではないかと思います。

一一 12一一



3. 生産力構造の変革と経営 ・労働陶係の転回

以上のような事実確認をふまえて，生産力構造の変革あるいは転回が経営・労働闘係にどの

ような変革のインパクトを与えているか，そういう点を特徴的な 2, 3の側面に限定して問題

をみてゆきたいと思います。さきにのべましたように戦後の産業構造の変革というのは，一般

的に重化学工業段階という乙とだけでなしに， もう少し規定しまして量産型機械工業が確立し

たという乙とを重視したいと思います。量産型の機械工業と申しますと，それは大きくいえば

消費需要K支えられるか， (7)るいは特殊な消質 需要 でありますと乙ろの箪需II:よつて支えら． れるかでゐります。しかし戦後の日本資本主義は戦前の軍需依存型から民需依存型tζ変つた

乙のような変イじをもたらしTこ世界史的背景tとはさきほど柴垣さんカ）し、われたような世界史的枠

組，つまり日本資本主義の国際環境と，そ こにおける特殊往生産力一一世界資本主義の国際的

分業編成＝生産力編成の枠内における一国の生産力一ーとし、うものがあると思います。それは

一応国際的構造与件の問題，前提としておきま して，以上の変化を労働過程論の視角から考え

ますと，量産型の機械工業というものが特殊的lζ戦後日本では量産型消費財機械工業としぜ確立

してきたのでありますが，そういう乙とはどういう意味をもち，どういう特徴的変化をもたら

したかという乙とを簡単に産業の笑例をあげてみてみたいと思います。

＜電機産業を例とする典型分析〉

乙乙では電機産業lζ実例をとって考えてみることにします。

電機産業を室電機部門， 汎用電動機部門， それから量産型消訟財の家庭亀密部門， こ

のような三つの部門，同じ産業部門中の三つの業種と申しますか，生産工程の違いに注目して，’ 三業種を区別してみてみますと，たとえば重電機といいますのはと承知のようほ注方式によ

る一品 生産であります。乙ういうものとしましては， 日本資本主義で一時代を画しました造

船業とか，車嗣工業も同様でありまして，受注生産の場合は，v部品工業の確立ということは，

必ずしも不可欠の条件ではない，また工作機械の高度の発展も必裂としない。日本の産業史の

実例にみるとおり，部品は必要に応じて輸入にたよることもできます。汎用モータ ーといいま

すのは，それは見込生産でゐり，かなり大量生産でありまして，ちょうど家庭屯器と重iU機の

中間的存在であります。それに対して家庭電線， ζれは大量消費需要に支えられた量産組立方

式であります。量産方式の確立とし、う捗拾に非常に重要な起点は部品の互換性を確保するという

点、と，部品の高い精度が必要であるということ，乙れがii土産方式に基く生産の成立の決定的伝

一一 13一一



条件であるといわれております。 その典型的なものは，テレビや電気洗溜機などの家庭電総，

もっとも典型的な事例は乗用車生産であると思いますが，そ乙における関連部品工業の広範な存

在とその技術的に高い水準という乙とが，乗用車生産の成立の前提条件である。これがなかな

かできなかったという乙とが日本の場合，戦前の大きな問題であったといえると思うのであり

ますが，そういうよう往生産工程の違いがゐります。

労働過程tζ対する彫響をみてみますと，乙れは対駆的な重電と家庭電器について対比してみ

ますと，重電においては高度の熟練を必要とする作業部門が尚多いという ことが指摘されます。

つまり乙乙ではたとえ直接的な労働部分を機械化しでも，作業の準備とか待時聞がかなり存在

するためにそれほど労働時間の節約にはならない，そしてそのような一品生産的な受注生産に

おいては，男子の熟練工が労働過程の主体をなすb そしていわゆる熟練工という長い経験がも

のをいう，そういう熟練工が労働過程の主体をなす。乙れに対しまして家庭電器の場合には大

量生産方式でありまして，従ってそれは以前の機械工業の段階と違いまして，いわゆる汎用工

作機械から専用機ゐるいは単能機といった専用工作機械を導入し，そして機械工作の過程は旋

盤による切削加工からプレスや鍛造による加工， 乙のプレス ・鍛造加工というのは原料の節減

という点から非常に効果を発榔しますし，非常に早い，労働時闘が短かくてすむ。ただし乙れ

は相当の量産規模がないと金型のコストが高くてひきあわなL、。しかしながら一定の量産規模

に達しますと，はるかに労働時間およびコストというものが安くとfる，そういう専用機の導入

というものが行われる。そ して乙乙ではそ ういう意味で・直接的な労働過程の担当者は，いわゆ

る重電機の場合のような熟練工ではとfしに，。，，，半熟練青年労働者というものが主体になる。

たとえば自動車の組立ラインとか，テレビ伝どの組立工程における女子の青年労働者伝どがそ

れであります。そしていわゆる熟練工はその工程を管理するような部門を担当するというふう

になってまいります。

＜経営外部組織への影響〉

次にそういう労働過程の性格の違いが外部の他経営 との関の関係というものにもかなり違っ

た影響をもってまいります。それを下請の部品生産中小企業と，組立大企業との関係という 面

でみてみますと， 重篭機の場合， 乙れは本質的な部分は親工場の内製でゐりまして，下請にま

わされるのはごく簡単な もの，親工場でもできますけれども，外注にした方が安し、その発注

量は注文生産でありますからめまり多くない。そして ζ の場合には投資財であるという性質か

ら景気変動にさらされる乙とも大きい，というそのためにも下請にまわした方が得だ。 ζれは
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わが国の古い伝統的な下請中小企業が生産単価を買いたたかれる，そして安いと乙ろをセレク

卜され，そういう形で下請中小企業の経営基盤というものは非常に不安定である。乙れにたい

しまして見込生産の汎用モーターの場合になりますと， 重¥ll:の場合lとくらべて発注規模 も発注

単位も多くなり，そして親工場との生産工程上の関連も従前の場合にくらべてより密接になっ

てくる。従ってそこに下請企業の設備合理化という積極的な努力がなされる，中小企業の近代

化，モテール工場というものもこういう分野から発生して くるといわれております。しかし乙れ

はなお中間的な存在でありまして，重電機生産部門と対極的なケースは盆産組立万式の家庭電

器の場合で， 部品工業の成長が親工場の生産工程確立の不可欠の前提条件をなしている。乙

乙では部品メ ーカーへの外注はたんに単価が安いという乙とだけではなしに，そういう量産型

の機械工業の確立は，一定の社会的分業編成の深化を反映しており，そ乙では部品の専門メ ー

カーというものが独立の企業として成立する基盤がつくられるという点が重要であります。い

わゆる中堅企業といわれる企業クソレープが構造に定着するという乙とも，乙ういう量産型機械

工業の成長，確立という事実を背後にもっていると考えられるのであります。

く労働関係、の変革〉

私が乙の問題を考えます場合IL，参考にいたしま した一つの論文，乙れはイタリアの労働問

題の研究者である S・レオナルディという人の「技術進歩と労働関係』（合同出版社刊， 1962 

年）という小さい本でありますが，それiとヒントを得て考えましたが，量産型機械工業の確立

の時期という乙とは，労働過程の全面的な機械化への道を刷くような段階，従ってそれはたん

に今，私が量産型機械工業の例として家庭電器を出 しましたのでありますが，たんに家庭電器

とか自動車という特定産業部門を越えて，全体の産業の労働過程を変革していしそ ういう段

階であり，その典型的な指標をなすのがまさに量産型機械工業の確立fごという乙とで例にあげ

たのであります。レオナJレディ氏によると機械工業の段階にはこつ，彼はオートメーションの

段階を第三段階として，三つの段階に区分しているのでゐりますが，さしあたり大きく分けれ

ば二つの段階に総括されると考えられます。機械工業の第一段階は産業革命以降，19世紀のい

っぱいぐらい，その時期の段階というのは重電機のような汎用工作機械をもって，経験lとよっ

て熟練形成がお乙なわれていくというような，そういう熟練工が主体でありまして，労働編成

は職階的な労働編成，職階的というのは，末端労働渚も広範な作業上の独立決定権が与えられ

同一職階の労働者も数種の作業を流動的に経過する中で，経験によ って技能を習得して熟練形

成がお乙なわれてL、く ，そういうような労働編成である。乙れに対して盆産機械工業の成立，
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特にその典型は耐久消費財機械工業の実現によって切り聞かれるわけでありますが，とくに20

世紀初頭，あるいは乙れは 1920年代ということになるかもしれませんが， 先進国では ζの段

階同機械化の第二の段階は量産方式，乙乙では労働手段は一般に汎用工作機械から専用機に移行す

る，乙れに対する労働者というのは特定の単純作業に従事するので，従って経験をつんで技能

を習得して熟練工になるというような条件はなくなる。一般工は40才以上は労働能力が低下す

る，企業は新型の半熟練労働者としては青年労働者を要求する，そういう傾向があります。乙

ういう一方で以上のような直接的生産工程を担当する半熟練の青年労働者の形成とならびまし

て， もう一つ重要な点として指摘しなければならとよいのは，そういう量産型機械工業の経営に

おきましては，生産工程を監督する，工程の管理あるいはもっと間接部門を含めまして，経営

の成果が経営の有機的な統一性，その合理的内部組織の編成に大きく依存してくるということ

であります。そういう機能分割，ファンクショナルな労働編成とし、いますか，機能の分割とい

うことの半面はそういう技術者，管理的な部門を担当する労働者の増大という ζ とであります。

＜新しい労働者像の形成〉

乙のようとf新しいタイプの労働者の出現，その数の不断の増大という事実は，先進国共通に

あらわれております。乙の比率というものは日本ではどうなっているのかという乙と会私計算

してみようというふうに考えてみましたが，なかなか実際国民経済全体として伺パーセントと

いう乙とはむずかしいのでありますが， ヨーロッパでは今世紀初頭では， 乙の技術者と管理部

門労働者の比率はほぼ5完でありましたが現在で、は乙れが25%ないし30%に達している。とく

に私がちょっとみました西ドイツの事例をみますと， とくにその変化は1930年代からあらわれ

ておりますけれども，戦後は急速に乙の比率が高まっているという乙とが統計的にもみられま

す。そういう新しい管理的な職能を担当する労働者および間接部門の職員というものが大きな

一つの労働者の層として形成されている。乙れが私は現代の資本主義においての新しい労働者

の積極的なタイプとして評価ができると思います。いわば労働過程の変化に対応する知能的労

働者のタイプというものが，半熟練的な一般工の形成と併行して進んでし、〈。そういう意味で

は旧型熟練解体過程は，そ ういうこ重の過程として進行するというふうに思います。戦前の重

化学工業化への一つの限界というのはこういう新しいタイプの知的労働者といし、ますか，労働

力の型の変革というものを究極において実現しえJなかった，そういう要因と精進的条件という

ものに問題があった。しかし戦後はそういう労働者を生み出して来たということは，戦前来の

労働力範陶の転回，資本の性格，資本範輔の転固に照応する労働力範時の転回を反映している，
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というふうに考えられるのではないかと思います。

このように新しい労働j者のタイプの出現という乙とを強調する私なりの閥是自意識というもの

について若干つけ加えさせていた Yきますと，現段階の先進資本主義における労働者像の典型

というものを，乙の新しい知的タイプの労働力に求めようという乙となのです。はじめに指摘

しましたスイージーの先進資本主義国労銀渚階級にたいするぺシミズムもその一つであります

が，周知のようにアメ リカのマルクス主義哲学者マルク ーゼ、などは，先進国労働者階級は次第

に労働貴族に上昇転化して，体制変革のポーテ ンシャリティを喪失している，Tごから彼らに代

って第三世界の人民と先進国内部の少数人種や限界分子のょせ集めが変革の主力部隊になる。

大体乙ういうような変革の国際的路線を提起しております。 しかし私の考えでは乙のマルク ー

ゼやスクイ ージーの発想は，現代の労働過程の本質的特徴とそれを基盤と して出現した新しい

労働者像とい うものを誤認しているか，看過している。むしろ現代の技術進歩と労働関係の急

激な変革の尖術部分に位置している，乙の知的タイプの労働者乙そが現代資本主義における生

産力発展が もたらすさまざまの矛盾，問題性を，身をもっ て経験しており，それゆえに体制の

裂け目をもっとも敏感Kとらえ，体制に問題を提起しうる属である， 少くとも変革の起点ととr

りうる労働者層である，と いいうるのではないかと考えるからであります。乙の点でフランス

のマルクス主義社会学者であるセルジ ュ・マレやアンドレ ・コルツが，乙の新しい労働者層の

存在条件に注目して，彼らの欲求の意識的組織化のうちに現代資本主義にたいする攻勢的戦略

の拠点、を求めようとしている発想は示唆的であると思います。（ s・7 レ「新しい労働者階級

と社会主義」， 佐藤昇編『社会主義の新展開』平凡社「現代人の思想J18所収，ア ンドレ・ゴ

ルツ 「労働者戦暑と新資本主義J1964年，邦訳合同出版社， 1970年 ）

＜ 「経営」の確立と資本集団の性格変化＞

乙の項は柴垣さんも少しふれられましたし私はくわしく乙れにふれる時間も Cざいませんの

で，ただ一点，戦前の財閥コンツェルンより戦後の日本型募占へと， 指導的なあるいは支配的

な資本が転換したという乙とは，背後にこのよう往生産力構造の変革がある，そしてそ乙では

はじめにのべま した「経営Jあるいは 「経営体Jという概念が，乙の転回をみる場合におも し

ろい視点を提供しており，有効な分析視角を与えるのではないかというふうに考えます。戦前

の財閥というものをみますと，近代的な生産力ぞすでに内部にはらみながらも，それをマネー

ジするといいますか，動かす資本のg経営の類型という点からみますと，ウ ェーパー的用語であ
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りますが，非常に家産制的独占経済といし、ますか，そういうものの規定というか，からみ合い

というものが濃厚に存在する。それが資本の経営機能，生産的な機能とし、いますか，そういう

機能の発展を拘束しておる。そ こに戦後のたんに財閥解体だけではなしに，柴垣さんの報告に

ありますように，一連の日本資本主義の与件，構造的な枠が戦後の改革によって変革された，

そのことの意味を「経営の論理」＝経済的合理性の貫徹というような視角でみてみるとどうか，

そのカテゴリ ーで説明できる部分が戦後の変革においてとくに意味をもっ部分なのではないか，

というふうに私は考えております。

＜操業へのインパク卜〉

最後に農業の問題にふれま して， レジメには若干し刊、すぎた，勇足の乙とを書いたように思

いますが，労働過程の変革は，工業の分野だけではなしに， 非常に矛盾をふくんだ形でありま

すが，そして小土地私有制＝地代範時の規定をうけている点で，工業分野と同一平面で論じら

れない乙とはもちろんでめりますが，農業においてもまた進んでおるのではないか。 乙の統計

表の第 5表の資本マ トリックスを計算してみます時に気がついたのですが，昭和35年というの

は，段業では耕転機位の機械化でありまして，農業のそれ以後の総合農政といわれる時代は，

昭和37年以後急速に進むのでありまして， 農業部門の固定資本，機械の， とくに一般機械， 産

業機械の吸収比率をみてみますと，少くともその比率において工業部門の比率，あ るいは製造

業の個別産業におきましては，繊維あるいは 「その他製造業」として一括しま した部門の数字

とほぼみあ うだけの固定資本を吸収してお弘そのような農業の機械化にはいろんな問題があ

ります。つまり農業労働力それ自身の量的質的悪化というものに対応するためにといいますか，

それが先行してそれに追いかけるような形で進んでいるというのが実態でありますが，その基

縫は一つにはつくられた重化学工業生産力を循環させなければいかんという乙との一つの要請と

いうものがゐります。しかし同時に乙ういう生産の技術的基礎の全般的な変革の時代というの

は，出業というもっとも後進的な産業部門にも変革へのインパクトを与えているのであります。

乙ういう点で，先走った範陥かもしれませんが，たとえば梶井功氏などは「小企業農」という

よう なカテゴリ ーを提起いたします。今までの農民とは違ったもう少し経営的位農民が出現し

てきた， jffi芽的でありますが，大海の中の島みたいな形でぽつぽつ出て来ているのが実態でゐ

りますο 乙ういう現象というものを以上の視角から一括して考えられると思います。私の報告

はそういう ふうな視点というものをおいて，乙の生産力構造の変革と対応3せて生産関係の変

貌というものを分析してい乙うというのが主眼でありまして， もっと進んで生産関係の面の変
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化とい うものを展開していく 課題が残されていますが，一応乙う いう視点の限定とい うもので

みてみよう， したがって分析結果の限界は十分意識しておりますが，一定の有効な視点ではな

いかというふうに考えており ます。 報告できなかった点につきま しては， のちほどの討論で御

質問がありま したら説明させていた Yきます。 C1970・12・6 特定研究 「産業構造変革」

合同研究会にて報告）

（附記） 乙の報告では主題の限定と時間の制約上， 戦後日本資本主義の生産関係の特質に

はほとんどふれえなかった。また報告でとり あげた個々の論点についても説明不足

に終っ ている。乙れらの点花関する私の立入っ た議論については近刊予定の拙著

『日本資本主義構造分析序説』 （日本評論社）を参照いただければ幸である。

『産 構 研 』購入文献資料 J伝 1

日本学術振興会 「学術月報」増刊号昭和45年

大蔵省主計局調査課 「財政硬直化問題に関する論調集」そのー・ ニ 昭和43年

向上 「主要国の財政投融資制度」昭和43年

大蔵省理財局資金課 「財政投融資資料J昭和40.41・42年度 〔全 3冊〕

自治省 「地方財政の状況」昭和34～43年各年度〔全 9冊〕

総理府社会保障制度審議会事務局 「社会保障統計年報」昭和33～42年各年度〔全 9冊〕

資源庁長官官房統計課編 「製鉄業参考資料」昭和18～23年 昭和25年

通商産業省通商鉄剣局鉄鋼謝査謀編 同上 昭和24一25年昭和26年

日本鉄鋼連盟 向上 昭和28年昭和29年

II 同上 ＜工場別翁一〉阻和29.30年昭和31年

通商産業大臣官房調査統計部編 向上＜総括篇＞昭和29年間和30年

同上 向上＜総括篇〉昭和30年昭和31年

通商産業大臣官房調査統計部編 「製鉄業参考資料＜総括篇〉」昭和32～42年各年度 〔全11冊〕

日本鉄鋼連盟 「製鉄業参考資料＜工場別篇〉」昭和32～42年各年度 〔全11冊〕

通商産業大臣官房調査統計部編 「繊維統計年報」昭和28～42年各年度〔昭和33.40年を除き

全13冊〕

建設省管理局 「建設統計年表」昭和24～26年各年度〔全 3冊〕

建設省計画局 向上 昭和27～29年各年度 〔全3冊〕

建設大臣官房調査統計課 「建設業務統計年報」昭和30年度前 ．後編，問和31～35年各年度

〔全 6冊〕

建設省計画局

向上

向上

向上 昭和37年度第一．二部，昭和38～39年各年度〔全4耐〕

「建設業務統計報告」昭和39年度

「建設業務統計年報」昭和40～42年各年度 〔全 3佃〕

一一 19一一



＜『産構研』研究会〉

第 1回 '70. 7. 6～8 湯河原合宿研究会

(1）栗木安延産業合理化と労働運動

(2）三輪芳郎産業構造変革の現局面 一一「特殊性Jから「一般性」へ一一

(3）二瓶敏現段階における日本資本主義の構造的特質

第2回 ’70. 11. 7 神田校舎

(4）中村秀一郎 流通産業の諸課題

第 3回 I 70. 11. 21 神田校舎

(5）福島新吾 日本とヨーロッパ 一一比較文化論の視角一一

第 4凹 I 70. Jl. 28 生田校舎

(6）玉垣良典 産業構造の変革と経営 ．労働関係の転回

第 5回 '70.12.19 神田校舎

(7）江沢強調看 産業構造槻念と IO表分析

．第6回 I 71. 2. }5～ 17 葉山合宿研究会

共通論題 戦後日本資本主義における「産業構造変革Jの諸画期

(8）基礎構造鍋島力也

(9）農 業 玉城哲

帥労 働加藤佑治

ω政 治 福島新吾

＜第1回合同研究会京都会館〉

戦後日本における産業構造の変革について

柴垣和夫（東大 ・社研） 産業構造変革と資本構造一一戦後改革との関連において ー一

玉垣良典 （専大 ．社研） 産業構造の変革と経営 ．労働関係の転回

宮坂富之助（早大 ・法） 産業構造の変革と企業集中法の問題点

＜編集後 記 〉

今回は，特定研究 ．「高度産業化過程における日本資本主義の構造的諸変化とその政策的諸

課勉」（略称 ・『産構研J）の諸成果のうちから，玉垣氏の論稿を頂いて月報の特集とした。

『産楠研』の成果は，月報の特集として逐次掲載し，所員各位にお届けする予定である。今回

は，その第一回である。『産構研』メンバーと その他の所員との学問的交流に資する ζ とを期

待する。 CS) 

神奈 川 県 川崎市生田 47 6 4 

専修大学社会科学研究所 電話 （044)91 7131〔内線 63〕

（発行者）江沢議繭
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